
令和５年度 ⾷品等流通調査（要旨）

■調査の⽬的 ① ⾷品等流通における労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇分の価格状況や課題の把握
② 各事業者の「物流の2024年問題」への取組状況や課題の把握

■主な調査項⽬ ①価格転嫁 ②物流 ③商慣習 ④電⼦取引等

■調査の実施⽅法
① アンケート調査

② ヒアリング調査

根拠︓⾷品等の流通の合理化及び取引の適正化に関する法律（平成３年法律第59号）

第27条 農林⽔産⼤⾂は、⾷品等の取引の適正化のため、⾷品等の取引の状況その他⾷品等の流通に関する調査
（以下「⾷品等流通調査」という。）を⾏うものとする。

令和５年度の調査について
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【①価格転嫁】
・ 主として加⼯⾷品を取り扱う⾷品製造事業者・⾷品卸事業者においては、原材料費の⾼騰分を中⼼に昨年度と⽐べ
価格転嫁が進展していたが、労務費やエネルギーコストの上昇分の価格転嫁は⼗分進んでいるとは⾔い難い。

・ また、⾷品製造事業者・⾷品卸事業者からは、製造・卸段階での値上げが店頭価格に反映されるまでのタイムラグを指
摘する声が多く、中には「⼩売事業者から旧価格との差額補填を要請された」という適切とは⾔い難い事例もあった。

・ 主として⽣鮮⾷料品を取り扱う農業者団体等や卸売市場関係者からは、加⼯⽤や飲⾷店向け納品等について「価格
転嫁できている」という声と、スーパーへの納品等について「価格転嫁できていない」という声の両⽅が聞かれた。
【②物流】
・ トラック予約システム導⼊により荷待ち等の状況が⼤きく改善されたとの声が数多く聞かれた。
・ パレット導⼊の進展や効果を評価する声が聞かれた⼀⽅で、コスト負担等の課題により進んでいないとの声も聞かれた。
・ 物流効率化に向けた取組としては、共同配送等を通じた積載率向上への取組が数多く聞かれた。
【③商慣習】
・ 店舗納品期限については、未だに1/3ルールが業界に根付いている様⼦がうかがわれたものの、⼩売事業者において、
⼀部⼜は全ての商品について1/2ルールに緩和しているとの回答が５割を占める等、緩和に向けた動きも⾒られた。

・ 納品リードタイムについては、未だ翌⽇納品が主流ではあるものの、品⽬によっては翌々⽇納品が５割近くを占める等、
延⻑に向けた動きも⾒られた。他⽅、⼩売事業者の物流センターの使⽤料（センターフィー）については、卸売市場関
係者・⾷品製造事業者・⾷品卸事業者の全てから設定根拠の不透明性等を指摘する声が数多く聞かれた。
【④電⼦取引等】
・ ⼩売事業者の発注業務はオンライン化が進んでいるが、⾷品製造事業者・⾷品卸事業者においては、オンライン受注が
進んでいる者とFAXによる受注が⼤半を占める者とに⼆分される傾向にあることが、ヒアリング調査により明らかになった。

・ ⼩売事業者においては⾃動発注システムの導⼊が進んでおり、AI需要予測システムの活⽤も増加傾向にあるが、ロス率
低下や発注作業の負担軽減効果を評価する声がある⼀⽅で、まだ精度が⼗分に確⽴していないとの声も聞かれた。

令和５年度の調査結果の概要

＜今後の課題＞
① 労務費やエネルギーコストの価格転嫁を更に進めることが必要。
② ⼩売事業者における価格転嫁の店頭価格への速やかな反映等、取引の適正化に取り組んでいくことが必要。
③ トラック予約システム導⼊後の運⽤改善や、複数システム間の相互連携に関する検討等が必要。
④ パレット導⼊について、関係者間で効果とコストについて認識を共有しながら、更に進めていくことが必要。
⑤ 納品期限について、 1/2ルールに統⼀しやすい商品カテゴリーから取り組む等、関係者間で協議しながら進める必要。
⑥ 物流センターのセンターフィーについて、⼩売事業者において設定根拠の提⽰等、透明性確保に努めることが必要。
⑦ 電⼦取引等について、取引関係者間で協⼒・連携し、⼀層の導⼊や活⽤に取り組むことが必要。
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